総務省地域力創造審議官就任のご挨拶
　７月４日付けで、第４３代自治大学校長を退任し、このたびの総務省の組織改正により新たに創設された地域力創造審議官を拝命いたしました。
約1年間の自治大学校長時代には、皆様からひとかたならぬご厚誼とご支援、ご協力をいただき、誠にありがとうございました。お陰様で、短い間でしたけれども、大学院との連携プログラム（１年間の自治大学校と大学院とのダブルスクールにより、第1部課程卒業と修士号取得をめざすもの）の開始、新しい３週間の、最先端、最新の課題だけを扱う「新時代・地域経営コース」の創設、主として市町村へのプロモーションを目的とした「一日自治大学校」の実施、校歌の活用による教育理念の明確化、経営改革・サービス向上運動の実践、職員アンケートの実施による意識改革など数多くの成果をあげることができ、おそらく今年度は久しぶりに研修生１、０００人という大きな目標を達成できるのではないかと考えております。
　さて、新しい地域力創造の仕事の方ですが、まだ、一月あまりで、しかもこの間に内閣改造などがあり、落ち着いて考えたり、企画したりする暇がまだ十分にはありませんが、当面の課題である定住自立圏構想の具体化に向けて、全国７ブロックでの説明会の実施、先行実施団体の募集、関係府省に対する予算要求での協力依頼などに取り組んでいるほか、地域力創造に関する有識者会議（仮称）の設置やボランタリーな地域力創造応援団（仮称）の立ち上げなどを検討しています。また、期限切れまであと２年弱に迫った過疎対策のその後のあり方を検討する過疎問題懇談会の開催、自民党の過疎特別委員会との協力による現地調査や施策評価の実施、新たなコミュニティー研究会の立ち上げなどもあり、結構忙しくしております。そのほか、移住や地域間交流の推進、地域情報化対策、山村・離島などの条件不利地域振興などにも取り組んでおります。
　年末までに、現場の市町村からの意見や要望を踏まえた積み上げ方式により定住自立圏制度の骨格を作り上げ、総務省の地方財政措置による支援策と関係府省による予算の支援措置で後押しできるようにすることが、当面の最重要課題です。地域力創造に関する有識者会議では、「地域力とはなんぞや？」から始め、今後、総務省が力を入れるべき地域力創造施策、各府省にお願いすべき施策などについて大所、高所からご議論をいただき、一定のご提言をいただきたいと考えています。
　いずれにしても、初めて設けられたポストであり、大臣自らが本部長になられてつくられた「地域力創造本部～定住自立圏構想実現のために」の事務局の総括を担い、自治行政局内２課４室の局長的立場で仕事ができることを幸せに感じながら、また、自らのライフワークと考えていた人材育成と地域おこしの二つのテーマを、公務員生活の中でも責任ある立場で仕事ができる局長職の時に仕事として与えられた幸運に感謝しながら、日々精進していきたいと考えています。
なにとぞ、皆様方からの変わらぬご支援とご協力をいただきますようお願い申し上げて、はなはだ遅くなりましたが、異動のご挨拶とさせていただきます。
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